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FACT FULLNESS (DATA)

Q1.世界の人口の内、極度の貧困にある人の割合は、過去20年間でどう変わってでしょう？

A 約2倍になった B あまり変わっていない C 半分になったC
Q２.自然災害で毎年亡くなる人の数は過去100年間でどう変化したでしょうか？

A 約2倍になった B あまり変わっていない C 半分になったC
Q３.パーソナライズされたより良いサービスを受けられるのであれば個人情報を行政等と共
有しても構わない？

A 約８０％ B 約30% C 5%A
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13％の壁:市民参加率を上げるために何をするか？

マイナンバーカード

COCOA

再エネ切り替え

13%の壁

会津若松プラス



復興から地方創生へ
アクセンチュアが考える地域自立8策（市民主導によるイノベーション）

一極集中から機能分散へ（自律・分散・協調）

少子高齢化対策としてのテレワーク推進

予防医療の充実のためのPHR（健康長寿国）

データに基づく政策決定への移行
（オープンデータ・ビッグデータ・アナリティクス）

高付加価値産業誘致と起業支援

観光・農業・製造業の戦略的強化と生産性向上

産・官・学による高度人材育成

デジタル・IoT・アナリティクス・AI・ロボティクス

日本は課題先進国 先駆けて課題を解決するためのチャレンジ 成果を世界へ

将来高齢化が

進むアジア諸国や先進各国へ

成果・ノウハウ

展開/貢献

・ 超少子高齢化

・ 医療費の拡大

・ 社会資本老朽化

・ エネルギー問題

・ 低生産性
再生可能エネルギーへのシフトと省エネの推進
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ヒューマンセントリック
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※ID登録者および月に複数回利用しているユーザー数

アナリティクス講座

セキュリティ講座

サイバー演習’

AI/RPA・ディープラーニング

チャット・ロボット

FIWARE/X-ROAD

NewIT人材育成
デジタル産業の集積
機能移転と地元採用

先端プロジェクトを誘致・推進

事業成果を他地域へ展開

（医療機器）

多種多様なデータを収集・蓄積

デジガバ・地域共通キャッシュレス・ポイントインフラ

地域で
実践

ヘルスケア

AI/音声認識自動入力
カルテによる医師の効率
改善、患者へのデータ分
析FBによる予防医療への
シフト

市民・観光客・移住者・事業者
MyID/マイナンバカード活用

実データを活用した人材育成

地域
雇用

エネルギー

地産地消の地域エネルギー
（電力＋都市ガス）マネー
ジメント
事業の推進

観光
（インバウンド）

スマートリゾートシティに向
けたマタープラン整備。デ
ジタルDMOを活用したデ
ジタル観光の推進

教育

小中高のデータ連携によ
る個々に合ったラーニング
サービスの提供。遠隔教
育による教員働き方改革

食・農業

IoT農業推進よる生産性
向上、生産量と質の確保、
若手の雇用確保

ものづくり
（Industry 4.0)

地域における中小製造業
の面的ICT/IoT化に取り
組みコネクテッドインダスト
リーを推進

フィンテック

地域一体となったID決済
による地域共通キャシュレ
ス基盤整備。購買データ
の地域でのデータ活用

オープン・パーソナル・ビッグデータプラットフォーム

APIエコノミー・オープンイノベーション

情報信託/PDS

デジタル
ガバメント推進

（BPR・クラウド
バイデフォルト）

首長のコミットメント・市議会の理解・産官学連携体制

モビリティ

市街地・郊外・山間過疎
地域を連携させ、抜本的
に今後のモビリティの在り
方を見直し実証
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スマートシティによる地域イノベーション全体像
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新しい地方の在り方 三方良しの地域社会
新しい時代に必要不可欠なデジタル技術やデータの活用にあたって、全員が当事者として地域に深
く関与しながら、地域のあり方を自分たちで決めていく21世紀型の新しいモデル

産業・企業

医
療

教
育

交通・観
光 etc

• 現場での課題主義の徹底
• 地域にいるからこそのディープ
データ活用

• ダイレクトな顔の見えるサービス
提供

市民・住民

• 享受するサービスと提供する
データの自身での選択

• メリットを体感する形でのオプト
インによる情報提供

21世紀型の安心かつ便利な
生活の享受

生活圏単位での実現

デジタル技術・データ 他地域と連携
他の

生活圏

地域

地域企業 地域決済・ポイント

地域コミュニティ

市役所

住みたい/便利な
まちづくりへの主
体的な参加

納得のいく形での
データ活用/管理

地域一丸となって地域持続
性を実現する

新しい社会モデル

地域への深いコミットメントによ
る21世紀型のビジネスモデル

への参入

CSRを超えた地
域の公器としての
企業責任を実現

地域社会へダイレ
クト貢献できる新
しい社員満足感
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スーパーシティ会津若松の全体像

風力発電
（郡山布引高原）

猪苗代湖

市役所

鶴ヶ城

水力発電
（猪苗代湖）

水力発電
（阿賀川水系）

風力発電
（天栄村）

風力発電
（背あぶり山）グリーン発電会津

山林未利用材

工場

病院

会津地域全体のRE100の実現

病院 ICTオフィスビル

〇〇科
年齢/性別
得意疾病

〇〇科
年齢/性別
得意疾病

〇〇科
年齢/性別
得意疾病

〇〇科
年齢/性別
得意疾病

Connected Industriesによる

中小企業の米国並みの生産性向
上を実現 バーチャルホスピタルによる

医師と市民中心の次世代
包括ケア体制の実現

とドクターインデクス制度の新設

スマート農業による効率化・生産から消
費までの全プロセスの見える化による

フードロス対応社会の実現と生産性向
上による後継者確保

域外企業・移住者・デュアラー

温泉宿

ワーケション/従業員が満足す
る働き場所・移住の実現と住
民税の拠点分割納税実現

すべての市民サービス
をマイナンバーカード
を前提に実現

市民／家

自動運転・貨客混載等のシェアモデル、MaaSによ
る人とモノの移動の最適化による移動手段の確保 学校

家庭学習塾

学習
データ

パーソナライズされた学習データによ
る、幼稚園・保育所・小中学校・高
校・塾・家庭のシームレス学習

•デジタル申請手続き
•医療サービスの自由選択
•MaaSの最適選択
•学習の自由選択
with オプトイン型データ管理

地域
デジタル
通貨

地域デジタル通貨と顔認証を組み合
わせた手ぶら決済購買履歴データの
地域でのフル活用による加盟店の手

数料削減

http://www.villa.co.jp/gallery/img/DSC00421.JPG
http://tabidoki.jrnets.co.jp/e07/spot/3911.html
http://www.villa.co.jp/gallery/img/DSC00421.JPG
http://www.villa.co.jp/gallery/img/DSC00421.JPG


スマートシティによる地方創生を実現する8策

1.データはそもそも市民個人のものであることを前提とすること。

2.オプトインを徹底すること。

3.サービスごとに三方良しルールでデザインすること。

4.新たな公共・ガバナンス体制を構築すること。

5.行政単位ではなく生活圏でデザインすること。

6.APIによる地域間連携を実現すること。

7.都市OSによる標準化を遵守すること。

8.アーキティクトを分散配置すること。（人材育成）
OPEN・FLAT・CONNECTED・COLLABORATION・SHARE
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市民・地域主導の新たなエリア
全275生活圏

沖縄県 東京都島しょ部 鹿児島県島しょ部



ICTオフィスビル整備（ハード事業）

ICTオフィスビル運営会社
（AiYUMU)

スマートシティ事業推進（ソフト事業）

連携

運営
事業
収入

スマートシティ推進体制

会津若松市
まち・ひと・しごと創生包括協議会

会津地域スマートシティ推進協議会

• 会長 竹田病院
• 副会長 本田屋本店有限会社
• 事務局 会津若松市
• 構成員 会津大学、ナディス、アクセンチュア、くつろぎ宿、

グリーン発電会津、東邦銀行、若松ガス、リオンドール、会津バス
富士通、AWH、NEC、JEKI、AAA、NSC、TIS

• 本田屋＊、アクセンチュア、会津若松市、喜多方市、会津美里町、西会津町、北塩
原村、湯川村、下郷町

幹事会（スマートシティ推進）

デジタルDMOプロジェクト組織（観光分野）

一
社
オ
ー
プ
ン
ガ
バ
メ
ン
ト
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
（
Ｏ
Ｇ
Ｃ
）

事業誘致・提案

事業参加・支援

政策支援・負担金など

プロジェクト推進体制

国・自治体

推進事業に合わせて
特化プロジェクト組織
を組成

一般社団法人スマートシティ会津
• 代表理事 竹田病院
• 専務理事 本田屋本店有限会社
• 監事 ナディス
• 顧問 会津大学・アクセンチュア
• 会員 くつろぎ宿、グリーン発電会津、若松ガス、リオンドール、会津バス

AWH、NEC、AAA、NSC、TIS

全体戦略

事業企画・
協議

事業実施
運営
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まちA まちCまちB

国全体でのシステム基盤の考え方 ~統一と標準と共通~
マイナンバー共通基盤による共通サービスの提供を含め、標準化されたAPIによる都市OSを通じて自由なサービス開発・地
域別でのアクセスを可能にする。また、利便性確保のため統一UXを目指す。

JAPAN OS

マイナンバー共通基盤

都市OS都市OS基盤

共通サービス 地域サービス

都市OS

交
通

医
療

…

共通 地域 共通 地域

API

国全体にまたがるシステムは効率化を図るため
マイナンバーを軸とした共通基盤とする

個別最適とスケールメリットを実現するために

APIが標準化された都市OSの活用を遵守する。

どの地域でも利用されるサービスは、
共通サービスとして装備

地域特性によるサービスは自由に開発させ、
成功事例は横展開できる仕組とする

申
請

納
税

…
医
療

… …
横展開

共通

共通

標準

標準

標準

ポータルポータル
どこに訪ねても住んでも同じUI/UXにより
国民の利便性を向上させるポータル

統一UX

API

API


